
（参考）介護労働安定センターの概要  

1センターの設立  

（1）設立年月日  

平成4年4月1日  

（2）厚生労働大臣の指定  

平成4年7月1日「介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律」に基づき、介護労働安定センターとして指  
定を受ける。  

（3）設立の目的   

介護関係業務に従事する労働者について、雇用管理の改善、能力の開発及び向上、労働力の需給調整に対す   
る支援等を行うために必要な事業を実施することにより、介護労働者の職業の安定その他福祉の増進に資するこ   
とを目的とする。  

2 細等（平成20年4月1日現在）  

（1）組織   

本部、支部（47支部（所））  
（2）役職員数   

役員（常勤）1名 職員148名  

3 集務の概要  

（1）介護労働者の雇用及び福祉に関する情報、資料の収集及び提供を行うこと。  
（2）介護労働者に対して、その職業及び生活の安定を図るために必要な援助を行うこと。  

（3）介護労働者の雇用の安定並びに能力の開発及び向上に関する調査研究を行うこと。  

（4）事業主その他の関係者に対して介護労働者の雇用の安定並びに能力の開発及び向上に関する相談その他の   
援助を行うこと。  

（5）介護労働者等に対して、必要な知識及び技能を習得させるための教育訓練を行うこと。  
（6）介護労働者に係る求職情報の収集整理及び提供を行うこと。  
（7）介護雇用管理助成金を支給すること。  
（8）その他、介護労働者の雇用の安定並びに能力の開発及び向上を図るために必要な事業を行うこと。  

4 根拠法金   

介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律 第15条、第17条及び第18条  
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キャリア形成促進助成金  

1概要   

事業主が、その雇用する労働者等について、職業訓練の実施、自発的な職業能力開発の支援又は職業能力   
評価を実施した場合に支給する助成金。（支給機関：独立行政法人雇用・能力開発機構）   

2 助成金の種類  

①訓練等支援給付金（別添参照）  

②職業能力評価推進給付金  

年間職業能力開発計画に基づき、その雇用する労働者に対して、職業能力の開発及び向上に資するものとし   

て厚生労働大臣が定めるものであって、当該事業主以外の者が行う職業能力検定を受けさせる場合の助成   

た → 受験に要し経書及び受験期間中に支払った賃金の3／4  

③地域雇用開発能力開発助成金  

地域雇用開発促進法に基づく「同意雇用開発促進地域」内に事業所が所在する事業主であって、当該地域内   

等に居住する求職者を雇い入れ、年間職業能力開発計画に基づき、職業訓練を受けさせる場合の助成   

→ 職業訓練（OJTを除くJlこ要した経費の1／2（中小企業2／3）  

職業訓練（OJTを除く」期間中lこ支払った賃金の1／2（中小企業2／3）  

④中小企業雇用創出等能力開発助成金  

中小企業労働力確保法の改善計画の認定を受けた認定組合の構成中小企業者等であって、年間職業能力   

開発計画に基づき、その雇用する労働者に対して、職業訓練を受けさせる場合等の助成  

→  職業訓紆・、OJTについては外部講師の謝金に限るこノに要した桔真の1．′・●2 川＼   

労働者の申出による教育訓練について事業主が負担した経費の1／2   

蜘）期間中lこ支払った賃金の1／2（小規模事業主2／3）   

労働者の申出による教育訓練について休暇期間中に支払った賃金の1∠呈  

※ 小規模事業主：常時雇用する労働者の数が20人を超えない中小企業者  
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訓練等支援給付金の概要  

次抑当する場合lこ助成。  

①事業内職業能力開発計画等を策定し、その雇用する労働者等に職業訓練を受けさせる場合  

〔受給できる額〕 ※ 訓練経費及び賃金に係るものに限る。  

iその雇用する労働者に職業訓練を受けさせる中小企業事業主 →OFトJTの経費・賃金の1／2  

iiその雇用する非正規労働者に職業訓練を受けさせる事業主 → OFトJTの経費・賃金の1／3（中小企業1／2）  

iii新たに雇い入れた労働者等にジョブカード制度に係る訓練を受けさせる事業主   

→ OFトJTの経費・賃金の2／3（中小企簑3／4）  

OJTの経費につき、600円／時間  OJTの賃金の2／3（中小企業3／4）  

②事業内職業能力開発計画等を策定し、その雇用する労働者の申出により、教育訓練等を受けるために必要な経圭の負担又は遺   
業能力開発休暇の付与を行った場合、また、始業・終宴晴間の変更等又は長期の教育訓練休暇の付与を行った場合  

〔受給できる額〕  

i自発的職業能力開発経費の1／3（中小企業1／2）【21年度より拡充】   
また、中小企業に限り、制度導入時に15万円、利用者一人当たリ5万円を別途支給。  

ii職業能力開発休暇期間中に支払った賃金の1／3（中小企業1／2）【21年度より拡充】   

また、制度等入時に15万円、利用者一人当たり5万円を別途支給。  

iii始業・終業時間の変更、勤務時間の短縮又は時間外労働の制限を行った場合の訓練経費及び賃金（勤務時間短縮のみ）   
の1／3（中小企業1／2）【21年度より新規措置予定】   

また、制度導入時に30万円、利用者一人当たリ5万円を別途支給。【21年度より新規措置予定】  

iv 長期の教育訓練休暇期間中の訓練経費及び賃金の1／3（中小企業1／2）【21年度より新規措置予定】   
また、制度導入時に30万円、（代替要員の確保措置がある場合、60万円）、利用者一人当たり10万円を別途支給。【21年度よ   
り新規措置予定】  
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ジョブ・カード制度（平成2  0年4月創設）  嬰重要  
1  

糧王皇る社会の実現  劇没の背景：人口減少下における持続的な経済成長のためには、「人一人が能力を原発する機会  

が重要。他方、就職氷河期に非正規労働にとどまらざるを得なかったフリーターや、子育て終了後の女性、母子家庭の母親  
等については、熊力を高めて正社員になりたくても、そのた幽癌遍盟が存在。こうした悪  
循環を打開し、「職業能力形成機会に恵まれない者」の能力開発・安定雇用を支援するため、ジョブ・カード制度を創設。  

施策の概事‥職業能力形成機会に恵まれない者（フリーター、子育て終了後の女性、母子家庭の母親等）について、旦一産業界等が連携し  
て、その職業能力を高めるための機会を提供。具体的には、①きめ細かな圭空リアニ⊇とせ辿テイ之グ、②企業実習を組み込  
んだ塞星組左脇差謎1應、③能力評価結果や職務経歴等の望彗ブニカニドへ吸取り圭とめを通じ、安定雇用への移行を促進。  

ハローワーク  

ジョブカフェ等  
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ジョブ・カード  

の作成（1）  
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職務経歴、学習歴、  
取得資格等を記載  

▼  

キャリア・コンサル  
タントによる就業希  
望・訓練希望等の  
確認  
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訓練を要せず就職  
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ジョブ・カード制度の職業訓練  

有 用 型 別 線  幸 粍 聖 桝 書  

正社員経験が少ない方  
フリーター等すぐには企業に雇用  

対 象 者          （学校卒兼後6ケ月以内の方を除   新規学卒者を主とし 

く）   

されにくい方   

・3ケ月超6ケ月以内（特別な場   ・6ケ月以上2年以下  

掩訓練期間  ■OfトJTは総訓練時間の2割  

■0什・JTは総訓練時間の1割以  以上8割以下   標準4ケ月  

上9割以下  

フリーター等の職菓能力形成機  若年者（特に新規学卒者）に   公共せ菓訓練の一類型。  
会に恵まれない者に実践的な訓  計画的な訓練を行うことにより、  教育訓練機開が主体となり、  

位 置づ け  フリーター等に実践的な職集  

兼又は他の企菓における常用雇  能力を付与。  
用を目指す。  
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ジョブ・カード制度における雇用型訓練実施企業への助成の拡充  

（キャリア形成促進助成金の拡充）  ヽ  
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ニ次補正：制度要求  

現行制度   

中小企業への  大企業への助  

助成率・額   成率・額   

職  
2分の1   

（OFF－  
3分の1  

業  JT）   2分の1   3分の1  

訓  企業実   
習  
（OJT）   

績   
なし  

フリーター等の正社員経験が少ない者を雇用し、  

座学等と企業実習を組み合わせた実践的な職業訓  

練を実施する事業主に対して、当該訓練に係る盤  

畳脚部を助成するもの。   

フリーター等の能力開発・安定雇用への移行の促  

進を目的とする。  

（助成率等は右図のとおり）  

てこ車′  
※「生活対策」（平成20年10月30日 新たな経済対策に関する政府ヰ党会議、経済対策閣僚会議合同会話）による拡充の内容  拡充内容（※）雷  

雇用型訓練を実施する企業について、次のとおり助成を拡充する。  

・座学等に係る経費・賃金の助成率 中小企業遡場合：4分の3（現行 2分の1） 大企業の場合：3分の2（現行 3分の1）  

・企業実習に係る賃金の助成 中小企業の場合：4分の3（現行 なし）大企業の場合：3分の2（現行 なし）  
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（お問い合わせ先）  

○地域ジョブ・カードセンター、サポートセンター   

全国134か所の商工会議所内にジョブ・カードセンター、サポートセンターを   

設置し、制度のご説明や各種手続きのお手伝いをいたしております。お近   

くのセンターにお気軽にお問い合わせください。   

所在地や連絡先など詳しくは、日本商工会議所のジョブ・カード事業URL   

http：／／ww．jc－Center．jp   をご覧ください。  

○厚生労働省のホームページでも制度のご案内をしています。   

http：／／www．mhlw．go．jp   にアクセスしていただき、  

最初の画面の右下  ジョブ・カード  ボタンをクリックしてご覧いただけます。   
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開発局実習併用職業訓  
電話 03－3502－2929（  
FAX O3－3502－2630  

公共職業訓練の概要  

国及び都道府県は、離職者、在職者、及び学卒者に対する公共職業訓練を実施しています。  
＊国及び都道府県の責務：「職業を転換しようとする労働者その他職業能力の開発及び向上について特に援助を  

必要とする者に対する職業訓練の実施」、「事業主、事業主団体等により行われる職業訓練の状況等にかんがみ  
必要とされる職業訓練の実施」に努めなければならない。（職業能力開発促進法第4条2項）   

離職者訓練  

（1）対象：ハローワークの求職者  

（無料（テキスト代等は実費負担））   

（2）訓練期間二概ね3月～1年   

（3）主な訓練コース例   

（雇用・能力開発機楕実施例）  

○施設内訓練   
生産システム技術科   
テクニカルオベレーション科 等  

○委託訓練   

OA事務科、経理事務科 等  

在職者訓練   

（1）対象：在職労働者（有料）   

（2）訓練期間：概ね2日～3日   

（3）主な訓練コース例   

（雇用・能力開発機積実施例）  

・光通信施エコース  
・3次元CAD／CAMコース、  

・FA（生産自動化）システムコース 等  

学卒者訓練   

（1）対象：高等学校卒業者等（有料）   

（2）訓練期間：1年又は2年   

（3）主な訓練コース例   

（雇用・能力開発機情実施例）  
【専門課程】  

生産技術科、電子技術科、制御技術科  
【応用課程】  

生産機械システム科  
建築施エシステム科 等   
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公共職業訓練受講の流れ  

離職者訓練は、ハローワークの求職者を対象に、職業相談等を通じて受講が必要である場合に、  

再就職の実現に当たって必要な訓練を実施しています。  

（※在職者と学卒者等に対する微菓訓練は、公共職業能力開発施設で直接、受講申込みを受け付けております。）  
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離職者訓練（施設内訓練）の概要  

○ 国は、全国にわたり、離職者が再就職に必要な技能及び知識を習得するために必要な職業訓  

練を実施し、雇用のセーフティネットとしての訓練機会を担保しています。  

○ 都道府県は、地域住民サービスの観点から、地域の実情に応じた職業訓練を実施しています。  

○ 対象  離職者（ハローワークの求職者）  

○ 訓練期間 標準6か月   

就業範囲の拡大と多様化する職務に対応し、より再就職に資  
する訓練とするため、3か月ごとに仕上がり像（訓練目標）を設定  

（6か月で2つの関連する鞍務に係る仕上がり像を設定）。  

○ 訓練期間 標準6か月～1年  

′‾－－【‾‾‾、 

＼   

主にものづくり分野を中心とした訓練を実施  

主な訓練コース例  

・テクニカルオペレーション科  

地域の実情に応じた訓練を実施  

主な訓練コース例   

一 橋報ビジネス科  

・ 介護サービス科  

・旅館科  

・ 陶磁器製造科  

・ 造船溶接技術科  

・ 造園科  

金属加工科  

電気設備科  

制御技摘科  

住宅設備科  （例）NC工作機械の技能訓練  

生産経曽実務科  
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離職者訓練（委託訓練）の概要  

1．概要  

国及び都道府県が行う公共職業能力開発施設内で行うものづくり系を中心とした訓練のほか  

多様な人材ニーズに機動的に対応するため、専修学校などの民間教育訓練機関等を活用した  
委託訓練を実施しています。  

■ 

・ 

・ 

28  

介護分野における離職者訓練実施状況（平成19年度）  

（単位：人）  

合計  
（独）雇用・能力  

開発機構  
都道府県  

施設内  委託  施設内  委託  施設内  委託   

11，382  2，069  9，313  8，110   723  7，387  3，272  1，346  1，926  

88．1％  73．9％  94．4％  74．6％  84．6％  71．0％   

（
受
講
者
数
）
 
（
就
職
率
）
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職業訓練期間中の生活保障のための給付ができる制度  
里成 年摩予事予定額 約   偉円  

趣旨  職業能力形成機会l恵まれ 者力安 して訓練を受ナ れるよ   プカード制度の委託型訓練受講  董 漁連労働者等の雇止め解雇等lよる離職者 橋渡し訓練」受講者l対する生基盤陸を実施する   

要件  

（丑貸付要件  

所得が200万円以下の（i）－（iii）いずれかの者（貸付額46，200円、100，000円） ※46，200円は（i）のみ  
→扶養家族を有する者に対する貸付額：120，000円  

（i）ジョブ・カード制度の委託型訓練受講者  

（ii）派遣労働者等の雇止め・解雇等による離職者であって、公共職業訓練の受講者  

（iii）「橋渡し訓練」受講者  

②返還免除要件  

上記の（i）～（iii）の者のうち、これまで正社員就職に努力してきたにもかかわらず正社員経験が少ない看   

であって、次の要件のどちらも満たすもの   

（i）所得が200万円以下の主たる生計者   

（ii）訓練を適切に修了（「出席率8割以上」及び「訓練の評価が一定以上」）   

【返還免除額】  

貸付醸   46，200円   100，000円   120，000円   

（1）求職活動を行っている場合   36，960円   80，000円   100．000円   

（2）就職した場合   46．200円   100，000円   120．000円   

①の場合、技能者育成資金を利用可能、さらに②の場合、その返還を免除  30   

他産業からの離職者を介護人材として養成  

ハローワークを通じた求職者対策を糸口として、受講斡旋に基づく職業訓練、都道府  

県労働局支給の雇入れ助成等関係の政策資源を総動員し、他産業からの離職者ができる  
スムーズに人  

担
い
手
不
足
の
施
設
等
を
 
 

支
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る
介
護
人
材
と
し
て
活
 
 

受講あつせん  ・  

＼ 
＼－  上J▼り  雇入  

一一ノ 
Lてニニ＝  

離艦者訓練（◎新設○拡充）   

ハローワーク  

（福祉人材コーナー  

（仮称）設置）  

・介護関連職種の   

労働市場の説明  

・担当者制による  

きめ細かい職業相談  

介護未経験者  

確保等助成金  

◎より高度な技能の養成  
6ケ月訓練（ヘルパー1級）：6．000人（見込み）  

2年訓練（介護福祉士）：3，760人（見込み）   

○即戦力養成  
3ケ月訓練（ヘルパー2級）   

2．730人（見込み）  
★実線は21年度新規、、  

★破線は既存の予算措置分  

都道府県労働  

局を通じ支給   

50万円  
（年長フリーター100万円）  

※労働者1人当たり   

←補正により12月1   

約26，000人  ＋約11，000人（19年度実績）  

／  

訓練受講のメリット  

・訓練期間中の雇用保険給付の延長  

・生活費貸し付け（12万円まで、一定要件あり）  
日より制度間始  

年長フリーター等  
2次補正  企護職員基盤班修：2，240人（20年度計画数）  

31  
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離職者訓練の拡充  

離職を余儀なくされた派遣労働者等、失業者の増加に備え、離職者訓練の定員を大幅に拡充  
（民間教育訓練機関等への委託訓練の拡充により、緊急に3．5万人分を増）  

上平成21年度離扱者訓練定点全体⊥呈出9五人（盤姓2娃産室初比飽4方A壇⊥）  

7∴安卿（1ヱL塁堕A）  
求人ニーズがあり、今後雇用の受け皿として期待できる分野での安定雇用を実現するため、必要な知識t技能を  

身につけるための長期間の訓練を実施する   

・介護分野 旦Lヱ隻旦△（6か月及び2年訓練）（※従来の3か月訓練ではホームヘルパー2級の資格取得止まり）  

6か月訓練 ホームヘルパー1級養成コース巨1QQ9人  

2年訓練 介護福祉士養成コース旦」二Z69△   

・汀関連 む旦生地（6か月訓練）（※従来の3か月訓練ではエクセル・ワードの基本的操作の習得止まり）  

6か月訓練」ava等プログラミング系資格取得   

・その他 之」旦旦旦△（6か月訓練）  

凋綴置屋の敵方（1ZL500人）  

有効求職者の増加等により、職業訓練の需要が増大すると見込まれることから、既存の3か月訓練についても拡  

充を図る。  
（例：ホームヘルパー2級養成コース）  

教育訓練給付制度  

亨し 

働く人の主休的な能力開発の取組みを支援し、雇用の安定と再就職の促進を図るため、労働者が  
自ら費用を負担して、厚生労働大臣の指定する教育訓練を受講し修了した場合、本人がその教育訓  
練施設に支払った経費の一定割合に相当する額を支給する雇用保険の給付制度です。  

よ封鳩鳩   

尾用保険の一般被保険者又は一般被保険者であった方（支給要件期間が3年以上の者。ただし、  
初回に限り、1年以上の方。）。  

誠一甘露   

受講生本人が支払った教育訓練経費の20％に相当する額（ただし、10万円を超える場  

合の支給額は10万円とし、4千円を超えない場合は支給されません。）。  

・ － … ∴、・  ・  

教育訓練給付制度では、情報処理技術者資格、簿記検定、訪問介護員、社会保険労務士資格  

などをめざす講座など、働く人の職業能力アップを支援する多彩な講座が指定されています。  
厚生労働大臣が指定する講座については、『厚生労働大臣指定教育訓練講座一覧』にまとめら  

れており、お近くのハローワークで閲覧できるほか、中央職業能力開発協会ホームページ上屋生盟  

働大臣指崖教育訓練講座検索システム」でもご覧になれます。  
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支給申請から支給までの流れ  

（※支給要件照会）  

■・・・・・………・・・・…・…・  

・・・・………・・……… ■   

（回答）  

《③支絵申請〉  

い
■
‥
‥
 
 

（①受講、費用負担〉  

教育訓練   

施∴設  

〈②領収書、教育訓練  
修了証明書の発行〉  

《④支給〉  

※支給要件照会・・・教育訓練給付金の受給資格の有無及び受講を希望する講座が厚生労働大臣の指定  

を受けているかどうか、希望に応じて、照会することができます。   

ニ  
、・「．∴∵∴・二十∴∴． 、、  

教育訓練給付制度において厚生労働大臣が指定する教育訓練講座は、教育訓練を実施する者  

が指定を希望する教育訓練講座にかかる「数責訓練臭塊状遡諷査票」等の必要書類を提出した  
場合であって、その内容が「愚書訓鹿給付金の支給愈剋象となる慶喜別線塑指定基準⊥（Pdfファイ  

ル）に合致することが確認されるものです。詳しくは、F教書剋線給付制度の遷座遁走葺l⊆鼠する  

Q＆AJをご覧ください。  

教育訓練給付の対象講座について  

・全対象講座数  5，236講座  

・うち社会福祉t保健衛生関係   829講座  ・
・
・
・
 
 

一
J
－
．
J
、
l
じ
」
⊥
1
 
1
 
 
 

（ホームヘルパー、社会福祉士、管理栄養士等）  

※職業能力開発局育成支援課調べ  
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福祉・介護人材の参入促進等のための取組  

36   

福祉一介護人材確保のための緊急対策について（社会・援護局分）  

介護福祉士等修学資金貸付制度の拡充  

予算額：320億円（セーフティネット事業費補助金）※2次補正予算案  

実施主休：都道府県が適当と認める団体  

補助率：10／10  
概要二介護福祉士・社会福祉士養成施設の入学者に対して修学資金の貸付けを行う。  

（福祉・介護の仕事に5年間従事した場合、返還を免除。）  

福祉・介護人材確保のための緊急対策  

予算鎧二205億円（障害者自立支援対策臨時特例交付金に基づく基金事業として実施）※2次補正予算案  

実施主体：都道府県   

補助率二定額（10／10）  

概要．①進路選択学生等支援事業  
②潜在的有資格者等養成支援事業  

③複数事業所連携事業  

④職場体験事業  
1一－ぶぷネ¶てm－さ†－“W叩一γⅧ¶－†u†，．黙，Y一三”1・Ⅵ▼誉「主；r・ご＝苛蒜一′蒜諒㌫言ち完yご蒜て－・アーr∵一丁・・■ナン；一〝■気丈示宕■、示㌫「遠Yナ峯」こ・こ苛「ふ㌻ぺJ▼Y策二等一キ㌫こ‘ニ等二▼；7宗⊥二ぷⅤドーニ∴ミた㌫ご範1・靂茜声声苛■‾ 

＋  
予算額：セーフティネット事業費補助金210億円の内数 ※21年度当初予算案   

実施主体：都道府県   

補助率二1／2  

概要：（D福祉・介護人材定着支援事業  

②実習受入施設ステップアップ事業  

37   
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介護福祉士等修学資金貸付制度の拡充について  

○介護福祉士等養成施設に著しい定員割れが生じている現状を踏まえ、若い人材の福祉・介護分野  
への参入を促進する観点から、介護福祉士・社会福祉士養成施設の入学者に対し修学資金の貸付け  
を行う「介護福祉士等修学資金貸付制度」について、貸付原資等の補助及び貸付条件の緩和を行う。  

第2次補正予算による対応   現行制度（平成20年度）   

予算額（案）  退迫億月山鮎   －フ‾ 、、、     助舎195債 の －   

補助率   皿（セーフティネット事業費補助金）   1∠呈（セーフティネット事業費補助金）   

実施主体   、首、目が適…と認める同体 、首、 力柵   軌道鹿県   

・介護福祉士養成施設（1年課程）   ・介護福祉士養成施設（1年課程）  

・介護福祉士養成施設（2年以上課程）   ・介護福祉士養成施設（2年以上課程）  

貸付対象            ■ 社会福祉士一般養成施設（1年以上課程）   ・社会福祉士一般養成施設（1年以上課程）  
・社会福祉士短期養成施設（6月以上課程）   ・社会碍祉士短期養成施設（6月以上課程）  
のいずれかに入学する者（学年当たリ6．000人程度）   のいずれかに入学する者   

＆▲且盈近日  且盤⊇⊥亘五月   
貸付限度額   乱入学準備、20万円（初回に限  

（卦就職準備金20万円（最終回に限る∩）  

返還方法  都道府県が言告定する期 
付を受けた期間に相当する期間内に．毎月3．6万円を  

返還   

①養成施設等の卒業の日から1年（国家言式鹸に不含  
なったg△呈1過重1以内に、  

②貸付を受けた都道府県の区域内において   
返還免除  

②貸付を受けた都道府県の区域内において  
③介王寺福祉士の場合には 

珪に従事し、  社会権紬士の場合には受験督格の  
揺のマに従事し、  

④以後星生盟当該業務に従事すること   ④以後三重閻当該業務に従事すること   

貸付事務費  交付された着金の中から闇600万円以内の範囲で取 王墓・i   左上   
＝
・
▲
”
J
i
い
」
山
＝
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－
r
 
欄
 
 

※ 3年分に相当する規模の貸付に係る原資を交付。  

介護福祉士専修学資金貸付制度について  

○ 平成20年度第2次補正予算において、介護福祉士・社会福祉士養成施設等への修学資金の貸付けを行う   

「介護福祉士等修学資金貸付制度」を大幅に拡充しました。   

この制度は、養成施設等に在学期間中1月5万円を限度に貸付けを行うとともに、責成施設等を卒業後、   

貸付けを受けた都道府県内で、5年間介護又は相談援助の業務に従事した場合、返還が免除されます。  
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（介害福祉士等修学資金貸付制度の仕組み）   

（貸付条件）  【都道府県社会福祉協議会等】  
【他産業の仕事】  

（途中で他産業  

に転職）   

【福祉・介護の仕事】  

／
 
 

借り受けた修  
学資金の遜遽  
を触  

量産閻福祉・介護の  
仕事に継続七三従量  
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⑤ 福祉・介護人材定着支援事業（平成21年度予算）  

○ 福祉・介護分野においては、 納車が約22％と全産業の平均（約16％）を上回っており、これら離職者のうち、   

約75％が3年未満で離】良している状況。（平成20年財団法人介護労働安定センター調査）  

○このため、人材定着支援アド′くイザー（仮称）を設置し、就職して間もない従事者等を個々にフォローアップし、艶   

柵等lこ関する相談に応じるとともに、その結果を事業者にフィードバックすることを通じ、福   

祉・介護分野に従事する者の定着を支援する。  

【イメージ】  

人材定着支援アドバイザー（仮称）i∫繋 

（⊃ 訪問・相談等の結果   

を踏まえ、労働環境の   

整備等について、助言   

指導（  

○ 定期訪問や随時  
相談により、職場の  

労働環境、人間関  
係等に関し助言。  

ご一丁＿‾二：  

※ 事業者団体等へ委託可  

【：∃E∃［∃E］  

⊂】［コ［コロ  
＿】＿＿m【－  」、＼  
人材の一定着邑支濱  

／／」け  

1／／／  

＼＼＼J‾「【▼劇‾‾‾▼Ⅳ－  

44  

⑥ 実習受入施設ステップアップ事業（平成21年度予算）  

目 的   

○ 介護福祉士や社会福祉士の養成課程における実習は、実践を通じて学習する機会として、人材養成に当たり不可  

欠。  
○ 現在、実習施設指導者を養成する講習会はあるものの、皇抑豊  
者に委ねられている状況。  

○ このため、一定の要件を満たす優良な実習施設を中心として、他の実習施設に対し、実践事例報告会や講習会を  

すること等によ婁、実習指導のレベル向上を図るとともに、実習施設間の連携を促進する。  

【イメージ】  

実習施設  

． ∴三言竿＿  実習施設  

【：コ⊂コ⊂⊃⊂コ ⊂コl：：コ［：コ亡：コ   
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福祉・介護人材確保に係る関係機関の連携  

○福祉・介護人材の確保に当たり、都道府県レベルにおいて、関係機関による連携の仕組みをつくることが重要。  

○ 特に、福祉サイドだけでなく、労働・教育施策との関係に留意。  
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1／2）  46  ※ セーフティネ、二  の福祉・介意  において、企画委員会に係る設置・運営  

（参考1）福利厚生センターの概要   

［目 的】   

社会福祉法第102条の規定に基づき、社会福祉事業経営者が単独ではできない職員の福利厚生事業を全国規  
模で共同化し、規模の利益を享受して、立ち遅れた民間社会福祉事業従事者の福利厚生の向上を目指すも  
のである。   

【事業の概要】  

○ 実施主体社会福祉法人 福利厚生センター1カ所 ※各都道府県に事務局（業務受託団体）を設置  

○ 事乗内容（会兼充当）  

（》健康支援事業  

ア政管健保制度を活用し、一般健診、人間ドック等を受診した場合に、その本人負担分の一部を補助し、生  
活習慣病予防検診の受診促進を図る。  

イ社会福祉事業従事者の健康増進のため、スポーツクラブ等と提携して有利な条件で会員にスポーツ施設の  
斡旋を行う。   

②余暇支援車乗  
ア 旅行業者と提携して有利な条件で会員に旅行・宿泊施設を斡旋する。  
イ 会員同士の各種クラブ、サークル活動の場を企画実施する。   

③生活支援事業  
物販割引、通信販売、団体保険等を行う。   

④啓発支援事案  
海外研修事業、資格取得記念品贈呈事業等自己啓発に関する事業を実施   

⑤その他  
ア 会員情報誌発行  

イ 会員が身近に利用できる、地域に密着した事業等を行う。  
○ 会員数  

191，126人（平成20年3月31日現在）  
○ 会費  

1人当たり1万円／年額（法人一括加入）  
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選択学生等支援事業（平成20年度第2次補正予算）  

○ 将来の福祉一介護人材を養成する介護福祉士・社会福祉士等榔れの状態に   

り．このままで は、サービス提供を担う人材の確保やサービス水準の岬   

※ 介護福祉士養成施設定員充足率（71．8％（平成18年度）→朗0％（平成19年度）→45．8％（平成20年度））  

○ このため、養成施設に、専門員を設置し、次のような取組を通じ、若い世代や地域の人材確保を推進する。  

（対象）  

・中高生、家族、教員  

・中高齢者、主婦層、転職者等  

・地域団体・機関等  

（活動内容）  

・福祉・介護の仕事の魅力や実情を紹介  
・就学・研修受講に向けて、個別に相談・助言・指導等を行う  
・理解促進、意識啓発のための地域イベント、説明会等を開催   

※ 定員充足率60％未満の養成施設（介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士）を対象。  

【イメージ】  

言 

＝ 

．  

・ 

② 潜在的有資格者等養成支援事業（平成20年度第2次補正予算）  

○ 定員に余裕がある介護福祉士養成施設等の資源を活用し、  

（D  潜在的な介譜福祉士．社会福祉士．精神保健福祉士 の二  

※潜在的介護福祉士は約20万人以上存在（平成17年度）   

② いわゆる「巨l塊の世代lや主嬢層の知誰■能力を活かし「   

③地域住民に対し、福祉・介護サービスの意♯や重要性を  

〔環するための   

めるための研1  

，らうための研l   

④ 瞳害者の福祉一介護分野への就労を支援する ための研修   

⑤職員のOFF－JTを行うことが困難な事業所に従事する者のキャリアアップを支援するための研修   

等を行うことを通じ、福祉・介護分野への新たな人材の参入・参画を促進するとともに、現に従事する者の定着を支   

援する。  

【イメージ】  

材の掘り起こし－定着等のための研修の実感  

（養成施設等）  新
た
な
人
材
の
参
入
・
 
 

（福祉・介護の仕事）   

現
従
事
者
の
定
 
 

（研修メニュー例）  

① 潜在的有資格者再就業支援研修  
② 高齢者等参画支援研修  
③ 福祉・介護サービスチャレンジ教室  
④ 障害者就労支援研修  
⑤ キャリアアップ支援研修  

1都道府県当たり、  
年間5，500人を想定。  
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二よ蔓こゴ  
数事業所連携事業（平成20年度第2次補正予算）  

○在宅サービス事業所や小規模事業所は、効率性の問題により、求人や広報」許瑚 が  

多いL  

O景気動向に伴い他分野の採用が活発になる一方、福祉・介護分野では離職率が高く、特に小規模暮彙所ほど．  
その傾向が強くなっているL  ※1年間の離職率（平成20年財団法人介護労働安定センター調査）  

・＝従業員数9人以下29．0％、10～49人24．6％、幻～99人20．6％、100人以上17．7％  

○そこで、複数の事業所がネットワークを形成し、協同による求人活糊  
業所間連携による新たな経営モデルを通じ、人材の確保・育成を図る。  

邑、事  

【イメージ】   

人材確保  

・合同求人  

・合同学校説明会 等  

人材育成   

・合同研修  

・人事交流 等  

42  

④ 職場体験事業（平成20年度第2次補正予算）   
て二言三二  

○ 福祉・介護分野において、ヰ職者の約75％が3年未満で畿嘱している状況にあり、また、事業者の約5割が採用  

した者の質に満足していないなど、就卿lこギャップが生じて  
いるケースも多いと考えられる。（平成20年財団法人介護労働安定センター調査）  

○ このため、あらかじめ職場体験を行う機会を提供し、 就脚気やサービスを直接知っ  

てもらい、御してもらうことにより、こうしたギャップを埋め、円滑な人材  

参入を促進する。  

○ こうした取組と併せて、労働施策（各種助成金の活用）との十分な連携を図ることにより、政策効果を高める。  
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（福祉≡介護事業所）  

定着率のアップ  
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（参考2）福祉人材センターの概要   

【目 的］  

社会福祉法に基づき、中央福祉人材センター及び都道府県福祉人材センターを設置し、福祉分野への就労を希  

望する者への職業紹介や就職説明会等を実施することにより、社会福祉事業従事者の確保を推進するものである。   

【事案の概要】  

○ 中央福祉人材センター（根拠：社会福祉法第99条）1カ所   

①実施主体 全国社会福祉協議会   
② 主な事業内容   

・都道府県福祉人材センターの業務に関する連絡調整、指導   

・人材需給情報の収集、提供   

・都道府県人材確保相談員等の研修   

・啓発、広報   

○ 都道府県福祉人材センター（根拠：社会福祉法第93条） 福祉人材センター・バンク数77カ所  

（か実施主体 福祉人材センター：都道府県、福祉人材バンク：都道府県、指定都市、中核市   

②事業内容  
一福祉人材の無料職業紹介（就労斡旋）  

■福祉就労希望者に対する説明会、講習会   

・社会福祉事業従事者に対する研修   

・経営者に対する人材確保相談   

・調査研究、啓発・広報など  

（参考）福祉人材センターを通じた求人・求職状況（平成19年度実績）  

新 規 求 牡 者 数   4 8．6 6 3人   

359．077件   新  規  求  人  数  15 6．13 7人              求人・求書相談件数  
48  

介護報酬の改定  
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介護従事者の人材確保・処遇改善について  

○ 質の高い介護サービスを安定的に提供する観点から、介護従事者の処遇改善を進めるとともに経  
営の安定化を図るため、平成21年度介護報酬改定において次の措置を講じる。  

1負担の大きな業務への評価  

各サービスの特性に応じ、夜勤業務など負担の大きな業務に対して的確に人材を確保するための評価  

打卜訪問介護   

○ 初回時や緊急時の訪問といったサービス提供責任者の労力が特にかかる場合を評価。   

イサービス）   

○常勤の理学療法士等を配置し、個別機能訓練計画に基づき、利用者の多様なニーズに対応する複数の機能訓   

練メニューを提供する場合を評価。   

牌）   
○特に労力を要する認知症高齢者等、独居高齢者及び初回に係るケアマネジメントについて評価。  

設（介護老人福祉  

○ 夜間において、基準を上回る職員配置を行っている施設を評価（三施設）。  

○ 常勤の看護師や基準を上回る看護職員を配置している介護老人福祉施設を評価。  

○ 介護老人保健施設において、看取りを評価。  
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